
令和４年８月２日  

 

 報道機関 各位 

 

「行革甲子園 2022」における事例発表団体の選定について 

 

 

  愛媛県が開催する「行革甲子園 2022」において、本市のいわき版 MaaS 推進

プロジェクト「行政 MaaS」の取組みが発表事例として選定されたことから、

次によりお知らせします。 

 

１ 行革甲子園 2022 概要（予定） 

  日 時：令和４年８月 26 日（金）12 時半～17 時頃 

  場 所：愛媛県松山市 松山市民会館 

  出席者：愛媛県知事、全国の自治体職員、審査員等 

  内 容：【事例発表・審査・表彰】 

      ・応募があった 85 事例中、書類審査を通過した８団体によるプ

レゼンテーション 

      ・審査員による審査 

      ・最も優れた取組みをグランプリとして表彰 

      【特別講演】※事前録画 

       講演者：オードリー・タン台湾デジタル担当大臣 

       内 容：台湾のデジタル化の取組みについて 

 ※行革甲子園：地方自治体が取り組んできた「行政改革」に係る先進的・

独創的な取組事例を募集し発表・表彰する大会。自治体間

でアイデアやノウハウを共有し、自らの取組みに活用する

ことで、行政改革のさらなる推進を図ることを目的に愛媛

県が主催しており、これまで５回（H24、H26、H28、H30、

R2）開催。 

 

 ２ 発表事例 

いわき版 MaaS 推進プロジェクト「行政 MaaS」 

～出張行政サービス「お出かけ市役所」の取組み～ 

 

中山間地域等における行政サービスの利便性向上を図るため、オンライ 

ン相談機能等を搭載した車両を活用し、出張行政サービス「お出かけ市役所」

の実証を行うもの。 



 

 ３ 「行革甲子園 2022」掲載サイトについて 

   愛媛県公式サイト 

   https://www.pref.ehime.jp/h10800/shichoshinko/renkei/gyoukakukoushien.html 

 

 ４ 事例発表団体（８団体） 

   いわき市（福島県）、山形市（山形県）、茂木町（栃木県） 

   前橋市（群馬県）、座間市（神奈川県）、日南町（鳥取県） 

   西予市（愛媛県）、別府市（大分県） 

 

 ５ その他 

  (1) 行革甲子園 2022 応募状況 

     33 都道府県 68 市町から 85 事例（このうち審査対象事例は、76 事例） 

 

  (2) 行革甲子園2022における本市の事例発表は、2016年の伊達市に次ぎ、

本県２例目となります。 

    

 

 

 

（事務担当）スマート社会推進課 電話 22-7473 



 
 

○発表事例（８事例）の概要 

事 例 名 概 要 

【山形市】（山形県） 

全国初！連携中枢都市圏連携事

業による広域炊飯施設の整備 
～共通課題をスピード解決～ 

米の消費拡大、地産地消や学校給食への異物混入防止等を図るた

め、山形連携中枢都市圏８市町により、連携事業として行政が設置

する炊飯施設では、全国初となる広域炊飯施設を整備した。 

【いわき市】（福島県） 

いわき版MaaS推進プロジェクト

「行政 MaaS」～出張行政サービス

「お出かけ市役所」の取組み～ 

中山間地域等における行政サービスの利便性向上を図るため、オ

ンライン相談機能等を搭載した車両を活用し、出張行政サービス「お

出かけ市役所」に取組み、行政サービスの利便性向上を図った。 

【茂木町】（栃木県） 
地方公務員が一般社団法人を

設立して町の財源を生み出す 

茂木町役場有志により、地域商社「（一社）Social Up Motegi」を設

立し、地域内に存在する資源のブランド化・地域の情報発信等を行い、

純利益の一部を町に寄附することで町の新たな財源確保につなげた。 

【前橋市】（群馬県） 
印刷 BPO 
～職員を紙作業から解放する～ 

他自治体と連携し、帳票の標準化を行い、印刷 BPO※事業を実施し、

住民サービス向上、職員の業務改善及びコスト削減を実現した。 

※BPO（Business Process Outsourcing）：アウトソーシングの一種

で、自社の業務プロセスをまとまった単位で継続的に外部の専門的な企

業に委託すること 

【座間市】（神奈川県） 
循環型社会実現に向けた 

「廃棄物・資源物収集のＤＸ」 

デジタルの活用によって家庭系廃棄物の既存収集業務の効率化を

実現し、効率化によって創出された余力により新たなリサイクル体

制を確立したほか、市民に向けた啓発活動の拡充にもつなげるなど、

市民と一体となった循環型社会の実現に取組んでいる。 

【日南町】（鳥取県） 

脱炭素で地域事業者のサステ

ナブル経営を後押しするSDGs

未来都市の挑戦 

脱炭素化に取り組む企業の環境意識の醸成と実行支援、持続可能

な森林整備等への財源確保と次世代への投資を目的に、地方銀行と

連携したＪ-クレジット※販売モデルを構築。 

※J-クレジット：二酸化炭素の排出権を取引する国の制度 

【西予市】（愛媛県） 
働き方改革を実現するオフィ

スの空間づくり～with コロナ

時代における自治体経営改革～ 

 平成 26 年度から取り組むオフィス改革を生かし、with コロナを前

提とした新しい生活様式に対応したオフィス改革や職員参加型の意

識改革プログラムに取り組むなど、ハード（環境整備）・ソフト（意

識改革）両面から働き方改革を推進。 

【別府市】（大分県） 
RPA を活用して３年、職員の

負担軽減、年間 6,000 時間ま

での道のり 

令和元年度から RPA の本格利用を開始し、継続して利用を拡大（令

和 3 年度末時点：16 課 87 業務で RPA 活用）。RPA のシナリオ作成を

主に内製（内製率 82％）で行い、各課が取り入れることで本格利用

以降の投資対効果額約 21,000 千円、年間 6,000 時間の業務負担縮減

につなげた。 

 






